
別記様式（第７条関係） 

重点事務事業進行管理表 

 

年度 令和５年度 № ３ 進行管理者 企画財政部長 

事務事業名 行政デジタル化推進事業（電子申請サービス活用促進事業） 

事業の概要 

市民サービスの利便性の向上及び業務の効率化を図るため、ぴったりサービス、東京

電子自治体共同運営電子申請サービス及びＳａａＳ型電子申請受付システムを活用し、

電子申請サービスの拡大を図り、行政手続のオンライン化を推進する事業 

これまでの 

経 過 

電子申請サービスについては、これまで武蔵村山市第五次情報化基本計画の推進項目

などに位置付け、拡大を図ってきた。 

また、令和４年８月には、市民等が市に対して行う申請、届出等の洗い出し調査を行

うとともに、進捗状況の管理等を行い、順次その実施に向けて取組を進め、令和５年３

月３１日時点でぴったりサービス又は東京電子自治体共同運営電子申請サービスからオ

ンラインで手続可能な件数が９３件となった。 

本 年 度 の 

予 算 措 置 
総事業費 ３，１８０千円 

う ち 

一般財源 
１，６２２千円 

本 年 度 の 

目 標 

国の「デジタル社会の実現に向けた重点計画」で示された「地方公共団体が優先的に

オンライン化を推進すべき手続」５０件のうち、オンライン化未了の２６件の手続につ

いて、オンライン化を行う。 

上 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

国の「デジタル社会の実現に向け

た重点計画」で示された「地方公共団

体が優先的にオンライン化を推進す

べき手続」のうち、１０件の手続をオ

ンライン化（９月末まで） 

実 

 

績 

国の「デジタル社会の実現に向けた重

点計画」で示された「地方公共団体が優

先的にオンライン化を推進すべき手続」

のオンライン化未了の２６件の手続の

うち、１７件の手続のオンライン化を行

った。 

下 半 期 の 

計画と実績 

計 

 

画 

国の「デジタル社会の実現に向け

た重点計画」で示された「地方公共団

体が優先的にオンライン化を推進す

べき手続」のうち、１６件の手続をオ

ンライン化（令和６年３月末まで） 

実 

 

績 

国の「デジタル社会の実現に向けた重

点計画」で示された「地方公共団体が優

先的にオンライン化を推進すべき手続」

のオンライン化未了の７件の手続のう

ち、３件の手続のオンライン化を行っ

た。 

※ 国の「デジタル社会の実現に向けた

重点計画」で示された「地方公共団体

が優先的にオンライン化を推進すべ

き手続」５０件のうち、２件（後援名

義の申請等及び建築確認）について、

後援名義の申請等については、国のオ

ンライン化を推進すべき手続の対象

から外れたこと、また建築確認につい

ては、オンライン化を進める中で対象

事務が都の事務であることが判明し
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たためオンライン化未了の件数から

除算している。 

中 間 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

 目標件数以上に手続のオンライン化を行うことができているため、引き続

き、令和６年３月までに残りの手続のオンライン化を図っていく。 

期 末 評 価 

達 成 度 目標以下   ・   目標どおり   ・   目標以上 

取 組 の 

成 果 

目標件数には達しなかったが、順調にオンライン化を行うことができてい

るため、引き続き、令和６年度以降も手続のオンライン化を図っていく。 

事 業 費

の 実 績 
総事業費 １，３１２千円 

う ち 

一般財源 
１，３１２千円 

今 後 の 

方 針 

国の「デジタル社会の実現に向けた重点計画」で示された「地方公共団体

が優先的にオンライン化を推進すべき手続」のオンライン化未了の４件の手

続のオンライン化を行うとともに、引き続き、他の手続についてもオンライ

ン化を図っていく。 

（日本産業規格Ａ列４番） 


